別紙様式
番　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             令和　 年 　月　　日
　こども家庭庁成育局長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名及び代表者氏名　 〇〇〇〇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事   〇〇〇〇　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　 〇〇〇〇　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業
国庫補助協議（応募）について

標記について、関係書類を添えて協議（応募）する。

１．協議（応募）額　　　　　金　　　　　　　　　千円
　２．企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業国庫補助協議（応募）　額調書（別紙１）
　３．法人の概況書（別紙２）　※応募者が法人の場合のみ提出
　４．事業の実施体制（別紙３）
　５．企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業実施計画書及び国庫補　　　助協議（応募）額内訳書（別紙４―１預かり事業以外）
　６．企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業実施計画書及び国庫補　　　助協議（応募）額内訳書（別紙４―２預かり事業用）
　７．事業実施年間スケジュール表（別紙５）
　８．添付書類
· 歳入歳出(収入支出)予算(見込)書抄本又はこれに相当する書類
予算書には当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること　　　　　　　　　　　　　　

· 法人においては、①定款、寄付行為又はこれらに相当する規則等、②役員名簿、③理事会の承認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録、正味財産増減計算書）、監事等による監査結果報告書及び事業実績報告書
担 当 者
　所　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　E-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
通知等送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　
                                                  







別紙１
企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業国庫補助協議（応募）額調書

　　　　　　　　　　　法人、都道府県又は市町村名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　　（単位：千円）
	事業名
	事業実施目的・事業内容
	国庫補助協議（応募）額

	
	
	千円


(1)　「事業名」はモデル事業の内容が端的に分かる名称を記入してください。（例）企業内会議室を活用した小学生の居場所づくり事業
(2)　「事業実施目的・事業内容」は端的に記入してください。
（例）放課後児童クラブの待機となった従業員家族のため、使用していない社内会議室を活用し、地域のNPOと連携した居場所づくりモデルを構築する。
(3)　国庫補助協議（応募）額は、別紙4-1④、別紙4-2⑨の合算である。

別紙２（応募者が法人の場合のみ）

法　人　の　概　況　書

	法　　人　　名
（法人格も記入すること）
	
	代表者
役職
氏名
	

	住所
	〒


	法人設立年月日
【法 人 番 号】
	（元号）　　年　　月　　日
【　　　　　　　　　　】
	従業員・職員数
	人（うち常勤　　人）

	ホームページ
	
	資本金・出資金
	　　　　　　　円

	役員一覧
（理事等）
	別紙提出可

	事業内容
（定款等に定められた事業内容や、業種・業務内容等について記入すること）
	











	直近過去５年間
の実績等
（活動内容）
	




















事 業 の 実 施 体 制別紙３


法人、都道府県又は市町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜事業担当者（当庁との連絡担当者）＞
役職名　
氏　名　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当する事業の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
＜事業の全体のとりまとめ＞　　　　　　＜事業担当者＞
役職名　
氏　名　
役職名　
氏　名　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当する事業の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
＜事業にかかる経理担当者＞
役職名　
氏　名　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　＜賃金職員＞　担当する業務の内容と人数　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・


　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜小学生の預かり事業実施団体等＞
実施団体等名称
役職名　
氏　名　
実施団体等名称
役職名　
氏　名　



実施団体等名称
役職名　
氏　名　
実施団体等名称
役職名　
氏　名　



実施団体等名称
役職名　
氏　名　
実施団体等名称
役職名　
氏　名　



実施団体等名称
役職名　
氏　名　
実施団体等名称
役職名　
氏　名　








（記入上の留意事項）

(1) １枚で不足する場合には、同様の様式により作成の上、添付してください。
(2) 事業の内容に沿った担当者とその役割を記入してください（担当者未定等は不可）。
(3) 役職名となっているところは例示であり、貴法人等における役職に置き直して記入してください。
(4) 「担当する事業の内容」は、「別紙４―１」の「１．実施計画書」における「③事業内容」欄で記入していただく内容のうち、それぞれが担当する内容を記入してください。
(5) 事業担当者と経理担当者は兼ねることができません。
(6) 預かり事業を実施する団体については当該団体の事業責任者のみ記載してください。





































別紙４－１（預かり事業以外）

企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業実施計画書
及び国庫補助協議（応募）額内訳書

１．実施計画書

	法人、都道府県又は市町村名
	代　表　者　氏　名

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	①　事業名
(別紙１に記載したものと同じ事業名を記入すること)
	

	②　事業実施目的
（事業の先駆性、効率性等の特筆すべき点も合わせて記入すること）
	

	③　事業内容
	(1)関係者協議会の設置
　　※公募要領に示している検討内容に関連して、特色ある取組等を記入すること


(2)小学生の預かり事業　
　　別紙4-2で記入したものを、○ヶ所で実施する


(3)調査の実施



(4)成果物の提出


(5)その他
　　※特色ある取組等を記入すること


	④　国庫補助協議（応募）額
	
　　　　　千円
（※上限、20,000千円）

	⑤　事業実施予定期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日

	⑥　実施予定自治体名
	

	⑦　事業の効果
 及び活用方法
（事業終了後の展開）
	








※③及び⑦は具体的かつ詳細に記入を行うこと。
※⑥については、預かり事業を実施する全ての都道府県及び市町村名を記入すること。

２．国庫補助協議（応募）額内訳書

	法人、都道府県又は市町村名

	





	経費区分
	対象経費の
支出予定額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	





























	円




























	





























	合　　　計
	円
	（国庫補助協議（応募）額　　　　　　　千円）


※事業の実施に必要な報酬、給料及び職員手当等［賃金］、共済費、報償費［諸謝金］、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費［会議費］、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費［雑役務費、通信運搬費］（通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料、保険料)､委託料､使用料及び賃借料、備品購入費、負担金、補助及び交付金に分けて詳細に記入すること。
３．関係者協議会

（１）委員構成　　　　　　名


	役職
	氏　名
	職　業（役　職）

	委員長
	
	

	委員
	
	

	同
	
	

	同
	
	

	同
	
	




（２）開催予定　　　　　　回

	回数
	開催時期　年月
	検　討　内　容

	第１回
	
	

	第２回
	
	

	第３回
	
	

	第４回
	
	

	第５回
	
	


※関係者協議会には実施主体及び小学生の預かり事業実施団体等における本事業責任者を交えること。
※関係者協議会を複数設置する場合は、分かるように記載すること。
※役職、回数は例示であり、適切なものを検討すること。



別紙４－２（預かり事業用）

企業等の活力を活かした小学生の預かり機能構築モデル事業実施計画書
及び国庫補助協議（応募）額内訳書

１．実施計画書

　現時点での実施予定内容を記載する。


	法人、都道府県又は市町村名
	代　表　者　氏　名

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	①　預かりの場等の名称
（場所や類型により、名称や通番を設定すること）
	

	②　委託先
(団体等名称を記入する。法人格を有する場合は明記すること。)
	

	②の概要
	(1) 代表者肩書・氏名

(2) 所在地住所

(3) 団体概要（定款等に定められた活動や事業の内容）

(4) 小学生の預かり等類似事業の実績

(5) 従業員・職員数、会員数




	③　事業実施目的
	

	④　事業内容
（具体的な取組内容、開催日（頻度）、開催時間等を記入すること）
	

	⑤　利用料の徴収
	　無　・　有　（　　　　円）

	⑥　実費の徴収
(例：送迎費用)
	　無　・　有　（　　　　円）

	⑦　従事予定者
	人数、職業、資格等

	⑧　利用者
	(1)利用対象児童
(2)人数の想定
(3)利用対象児童の選定方法




	⑨　国庫補助協議（応募）額
	
　　　　　千円
※10,000千円を上限
※⑥が10ヶ月に満たない場合は1ヶ月あたり100万円を上限とし算定する

	⑩　事業実施予定期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日

	⑪　のうち、小学生の預かり（予定）日数
	日

	⑫　事業実施予定場所
	



	⑬　建物の設備
	専用区画：　　　　　m2（１人当たり　　　　　m2）
その他：　　　　　　m2　　　合計　　　　　　m2

	⑭　安全確保方策
	

	
⑮
　事業の効果
 及び活用方法
（事業終了後の展開）
	








※③、④及び⑮は具体的かつ詳細に記入を行うこと。
※預かり事業を複数実施する場合には預かり事業ごとに様式を作成すること。



２．国庫補助協議（応募）額内訳書

	法人、都道府県又は市町村名

	





	経費区分
	対象経費の
支出予定額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	


























	円































	


























	合　　　計
	円
	（国庫補助協議（応募）額　　　　　　　千円）


　※事業の実施に必要な報酬、給料及び職員手当等［賃金］、共済費、報償費［諸謝金］、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費［会議費］、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費［雑役務費、通信運搬費］（通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料、保険料)､委託料､使用料及び賃借料、備品購入費、負担金、補助及び交付金に分けて詳細に記入すること。




[bookmark: OLE_LINK1]別　紙　５
事業実施年間スケジュール表

法人、都道府県又は市町村名　　　　　　　　　　　　　　　

	　　　　　　　　　　　　
	令和８年２月
	３月

	　

事
業
実
施
内
容

	　
　
　
　
　
　
　
　
　



（記入上の留意事項）
◇　上記記載例を参考に、「別紙４」の「１．実施計画書」における「③事業内容」について、どのようなスケジュールで事業を実施していく予定かを記入して下さい。（「内示日」以降の事業着手となるよう、留意願います。）

